
　　

令和２年版　(平成３１・令和元年労働災害のとりまとめ）

建設業における災害防止のポイント

■元方事業者・関係請負人それぞれ役割に応じたリスクアセスメントの実施の徹底

■墜落・転落災害防止対策の徹底

（足場に係る改正労働安全衛生規則の順守、足場からの墜落・転落災害防止総合対策推進要

綱の徹底、足場の設置が困難な屋根上及びスレート屋根上での作業における墜落防止対策の

徹底、 フルハーネス型墜落制止用器具（安全帯）の普及促進、脚立・はしごの適正な使用）

■「見える化」の積極的な取組による、労働者の安全意識の向上、安全活動の活性化の徹底

■建設資材等のトラック積込み、積卸し時における荷台からの墜落・転落災害防止の徹底

■熱中症予防対策の徹底及び軽症のうちの適切な救急対応

■解体・改修工事等における石綿ばく露防止対策の徹底

■工事現場における溶接溶断火花などを着火元としたウレタンフォーム等の可燃物による火災の防止

■交通事故災害の防止

■高年齢労働者が安全で安心して働くことのできる職場環境の整備

■新型コロナウイルス感染症対策としていわゆる「３密」の回避と「新しい生活様式」の定着

神奈川労働局労働基準部
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巻末 建設業　見える化の推進

備考 労働災害統計等は、労働者死傷病報告を基礎資料としている。なお、死亡災害ついては、災害速報による。

死亡災害の概要は、同種災害防止を目的として作成したものであり、発生状況等に推定が含まれます。

* 以下のグラフ又は文章において端数処理の関係で割合の合計が100％になっていない場合があります。
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　P．１１　「死亡災害　番号７」について発生時刻に誤りがありましたので修正いたしま
した（「１７時頃」から「１４時頃」に修正）。

R３．３月版の修正箇所

 P．１　「１　労働災害の推移　図２　死傷者数の年次別推移」において平成２２年の神
奈川県内死傷労働者数が誤っていたので修正いたしました（１２９５人から８９０人に
修正）。

R２．８版の修正箇所

 P．１　「１　労働災害の推移　図２　死傷者数の年次別推移」において平成３０年の比
率が誤っていたので修正いたしました（１２．９%から１０．５％に修正）。

　P．３　「４　年齢階層別の災害発生状況」について「歳代」「歳台」の二つの表記がさ
れていましたが修正し「歳台」に表記を統一いたしました。

　P．５　　「８　起因物別の災害発生状況　　図８－１令和元（平成３１）年　起因物別の
死亡者数」円グラフについて誤りがあり、　「用具、４人、４０％」を「用具、３人、３０％」
に、「仮設物、建築物、構築物等、３人、３０％」を「仮設物、建築物、構築　物等、４人、
４０％」に修正しました。

　P．１０　「死亡災害　番号５」について起因物の表記が明らかに間違っていたため修
正いたしました（「地山・岩石」から「屋根・はり・もや・けた・合掌」に修正）。



１　労働災害の推移
　

46年
47年
48年
49年
50年
51年
52年
53年
54年
55年
56年
57年
58年
59年
60年

25年
26年
27年
28年
29年
30年
元年
合計

昭和44年
25.5%
40.3%

 

105

133127126
117115

127
112

97
111

94 92
79

65

86
74

64

86

70
70

63 58
44 52 52 54 46 44 32 36

28
30 34

24
49 50 53 55

44 48
63 53 49 54

44 45 29 29 37 28
17

30 36 23 21 23
14 22 17

23 16
13 12 10 9 6 10 10

47 

38 42 
44 

38 

42 

50 

47 

51 49 

47 

49 

37 

45 43 
38 

27 35 

51 

33 

33 

40 

32 

42 

33 

43 

35 

30 

38 

28 

32 

20 

29 

42 

0

10

20

30

40

50

60

70

0

50

100

150

200

250

300

350

61年62年63年 1年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年11年12年13年14年15年16年17年18年19年20年21年22年23年24年25年26年27年28年29年30年元年

228

262

306

336

311

277

308
298

310 312

280

295

264
285

251 245

175

138 148
123

145

118 118
107

116
102 94

134

81
107

137
165 164

133 148 134 128 131 134 119 103
126 114 118

73
53 68 53 64 59 49 36 56 43 38 54

36 

41 
45 

49 
53 

48 48 
45 

41 42 

48 

40 39 

44 45 
48 

42 

38 

45 
43 

44

50 

42 36 

48 

42 
40 40 

0

10

20

30

40

50

60

70

0

50

100

150

200

250

300

350

33年34年35年36年37年38年39年40年41年42年43年44年45年46年47年48年49年50年51年52年53年54年55年56年57年58年59年60年

比率（％）

全産業

建設業

建設業

全産業

7055 7166 7058
6748 6814 6880

7191 7338
7096 7119

6215
7338 6593 6689

6485 6639 6511 6598 6551
6920

7095

1519 1523 1485
1344 1365 1266 1220 1295 1208

1069
851

890 914 907 871 857 781 821 730 727 808

21.5 21.3 21.0 
19.9 20.0 

18.4 

17.0 
17.6 

17.0 

15.0 

13.7 13.5 13.9 

13.6 13.4 
12.9 

12.0 
12.4 

11.1 10.5
11.4 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 元年

比率（％）

全産業

図1 労働災害による死亡者数の年次別推移

図2 死傷者数の年次別推移

建設業

建設業の死傷者数は図2のとおり、長期的には減少傾向にあるが、平成30年は過去最少の7２７人となり、

全産業に占める比率も10.5％と過去最少を記録した。しかしながら平成30年以降は全産業総数が増加に転じ、

令和元年の建設業における死傷者数は８０８人と大幅に増加した。

全産業

%人

人

建設業の死亡者数は図１のとおり、昭和36年に165人を記録して以降、増減を繰り返しながらも長期的には減少傾向を
示している。近年は減少が続き、平成28年には10人を下回り、平成29年は過去最少の6人となった。しかしその後の2年は
10人で推移しており全産業の死亡労働災害が過去最少を記録する中で建設業の比率は上がった。

％

%

人

-1-



２　工事種別の災害発生状況

 

死亡災害工事種別

土木工事業
建築工事業

死亡者
44人
全産業

図2-2 令和元（平成31）年 建設業･工事種別の死傷者数

図2-1令和元（平成31）年 建設業･工事種別の死亡者数 （参考） 令和元（平成31）年全産業･業種別の死亡者数

（参考） 令和元（平成31）年 全産業･業種別の死傷者数

工事種別の死亡者数は、図2-1のとおり、建築工事業が７人(70%.)で、その内、木造家屋建築工事業は2人

（20％、であった。また土木工事業が2人(20%）、その他の建設業（設備工事業等）が1人であった。

工事種別の死傷者数は、図2-2のとおり、建築工事業（木造家屋建築工事業を除く）が368人と最も多く建設業全

体の45％を占め、次いで土木工事業の183人（23%）、木造家屋建築工事業が119人（15%）、その他の建設業138人

（17%）の順であった。この内訳の傾向は前年までとほぼ同じであった。

平成16年以降における工事種別の死亡者数推移は、図2-3のとおりであった。
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３　事業場規模別の災害発生状況

                                                   

４　年齢階層別の災害発生状況

図3-2 令和元（平成3１）年 規模別の死傷者数図3-1 令和元（平成3１）年 規模別の死亡者数

事業場規模別の死亡者数は、図3-1のとおり、事業場規模10人未満が6人（60%）となった。

事業場規模別の死傷者数は、図3-2のとおり、10人未満の事業場が480人と最も多く建設業全体の

59％を占め、次いで事業場規模10～29人の220人（27%）、30～49人の52人（6%）の順であり、建設業の

死傷災害全体の92％が規模50人未満の事業場において発生している。

年齢階層別の死亡者数は、図4-1のとおり、30歳台が3人、50歳台以上が7人であった。

年齢階層別の死傷者数は、図4-2のとおり、40歳台が194人と最も多く全体の24％であり、60歳台以上

が173人、50歳台が156人と、50歳以上の高年齢労働者が占める割合が40％を超えている。一方、20歳

台が153人となり50歳台と並ぶ被災者数となっている。

図4-1 令和元（平成3１）年 年齢階層別の死亡者数 図4-2 令和元（平成3１）年 年齢階層別の死傷者数
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５　経験年数別の災害発生状況

６　現場入場日数別の死亡災害発生状況

図5-1 令和元（平成31）年 経験年数別の死亡者数

経験年数別の死亡者数は、図5-1のとおりであった。

死傷者数は、図5-2のとおり、１0年以上20年未満が135人と最も多く全体の16.7％を占めた。また、図5-3のとお

り、10年以上のベテラン労働者の死傷者数全体に占める割合はわずかながらも減少傾向を示している。

図5-2 令和元（平成31）年 経験年数別の死傷者数

現場入場日数別の死亡災害発生状況は、図6-1のとおり、入場１日目に２人が亡くなっている。現場入場後２～７日の

死亡は４人であったので、入場１週間以内の死亡者数は６人（60.0％)となった。

工事種別発生状況は、図6-2のとおりであった。

図6-１令和元（平成31）年 現場入場日数別死亡者数 図6-2 令和元（平成31）年 工事種別現場入場日数別死亡者
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図5－3 経験年数別の死傷者数推移
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７　事故の型別の災害発生状況

８　起因物別の災害発生状況

事故の型別の死亡者数は、図7-1のとおりであった。そのうち「墜落、転落」による死亡者数は6人と最多で

ある。

事故の型別災害の死傷者は、図7-2のとおり、「墜落、転落」が287人（35%）と最も多く全体の約3分の1を占

めている。次いで「転倒」が89人（11%）、「はさまれ・巻き込まれ」83人（10%）、｢飛来・落下｣79人（10％）、｢切

れ・こすれ｣63人（8%）、｢動作の反動・無理な動作｣56人（7%）、「激突」37人（5%）、「激突され」30人（4％）、「崩

壊・倒壊」29人（4％）、「交通事故」26人（3％）、「高温・低温の物との接触」15人（2％）であった。

なお、建設業における足場からの墜落・転落防止措置を強化するため、平成27年5月20日付けで「足場から

の墜落・転落災害防止総合対策推進要綱」が改正され、さらに、平成27年7月1日に改正労働安全衛生規則

が施行された。

図7-1 令和元（平成31）年 事故型別の死亡者数 図7-2 令和元（平成31）年 事故型別の死傷者数

図8-1 令和元（平成31）年 起因物別の死亡者数 図8-2 令和元（平成31）年 起因物別の死傷者数
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起因物別の死亡者数は、図8-1のとおりであった。

死傷者数においては、「墜落・転落」災害が多いことにより、起因物としても「仮設物、建築物、構築物等」が

最も多く、231人で全体の29％を占めていた。次いで「用具」125人（15%）、「材料」97人（12%）、「動力運搬機」

72人(9%)、「建設機械等」40人(5%)、「環境等」39人（5％）の順であった(図8-2）。なお、脚立、はしご、ロープ等

は「用具」の分類に含まれる。
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９　木造家屋等建築工事における災害発生状況

図9-1木造家屋等建築工事における死傷者数推移 （平成15年～令和元年）

木造家屋等建築工事における死傷者数は、図9-2のとおり、事故の型別では、｢墜落・転落｣が53人と最も多く全

体の45％を占めており、2番目以降は、｢切れ・こすれ」18人(15%）、「飛来・落下」11人（9%）「転倒」10人（8%）、｢動

作の反動・無理な動作｣9人（8%）、「はさまれ・巻き込まれ」6人（5%）であった。

起因物別では、図9-3のとおり、「仮設物、建築物、構築物等」の死傷者数が39人と最も多く全体の33％を占めて

おり、２番目以降は、「用具」26人（22%）、「木材加工用機械」15人(13%)、「材料」12人(10%)の順となった。

令和元年の木造家屋等建築工事における死亡者数は2人であり前年より1人減少した。

死傷者数は、図9-1のとおり、長期的に減少傾向にあるが、令和元年は減少傾向が見られず119人となった。

なお、木造家屋等建築工事における平成15年以降の死亡者40人について事故の型別傾向を考察すると、「墜

落、転落」災害が29人であり死亡者全体の７２．５％を占めていた。

木造家屋等建築工事における重篤な災害要因である「墜落・転落」災害を防止するには、現場における墜落・転

落防止対策の徹底が最も優先度が高いことから、建方作業時に先行して足場を設置する「足場先行工法」による

現場施工が重要である。(望ましい足場の設置基準、施工手順及び留意事項等が示された『足場先行工法に関す

るガイドライン』が平成18年2月に改正されている。）

図9-2 令和元（平成31）年 事故の型別の死傷者数 図9-3 令和元（平成31）年 起因物別の死傷者数
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10　公共工事等における災害発生状況

18年
19年
20年
21年
22年
23年
24年
25年
26年
27年

28年

29年

30年

元年

図10-１ 公共工事等における死亡者数・比率

令和元年の建設業における死亡者10人のうち、公共工事等で発生したのは、１人（１0%）であった。

図10-2 令和元年 発注者別死亡者数

図10-3 公共工事等における事故型別の死傷者数

令和元年の公共工事等における死傷者は56人であり、建設業全体(808人）の6.8％を占めた。公共工事

等における発注者別の内訳は、国が2人、地方公共団体（県および市区町村）４４人、公団等10人であっ

た。

工事種別の内訳は、土木工事業が45人、建築工事業が9人、その他の建設業が2人であった。
令和元年の公共工事等における死傷者56人について、事故の型別の内訳としては、「墜落、転落」が21
人（39%）と最も多く、次いで「はさまれ・巻き込まれ」と「激突」が６人(11%)、「転倒」と「飛来・落下」が５人
(9％）となった。
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11　月別の死亡・死傷災害発生状況

　

28年
29年
30年
元年
5年合計

建設業以外
建設業

12　熱中症災害発生状況

過去5年間の月別死亡災害発生状況（5年間月別累計）は、図11-1のとおりであり、7月に多く発生した。

図11-1 月別の死亡災害発生状況（平成27年～令和元年（過去5年）の月別累計）

図11-2 月別の死傷災害発生状況（平成27年～令和元年（過去5年）の月別累計）

過去5年間の月別死傷災害の発生状況（5年間月別累計)は、図11-2のとおりであり、7月、次に３月に多く発生した。
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図12 平成27年～令和元年 熱中症災害発生状況 （年別業種別死傷災害発生状況）
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過去5年間の建設業、建設業以外の全業種における死亡及び休業4日以上の熱中症の発生状況は、図12のとお

りである。

なお、熱中症による死亡災害については、26年に1人発生して以降、３年間発生していなかったが、30年は４人発

生し、その内1人は建設業において発生した。元年には建設業において作業終了後、帰宅途中において発病した死

亡災害が発生している。

厚生労働省は、熱中症予防の徹底を図ることを目的として、令和２年5月1日から9月30日までの期間に「ＳＴＯＰ！

熱中症 クールワークキャンペーン」を展開している。

人

熱中症を予防するために

①冷房を備えた休憩場所、日陰な

どの涼しい休憩場所を確保する。

②氷、冷たいおしぼりなどの身体を

適宜に冷やすことのできる物品や

設備を配置する。塩及び飲料水を

備える。

③暑さ指数（ＷＢＧＴ値）を活用す

る。（ＷＢＧＴ値：温度、湿度、輻射

熱の３つを取り入れた指標）

④日常の体調管理を徹底し、脱水

症状を起こす誘因になりかねない

作業前日の夜遅くまでの深酒を避

け、作業に備えた十分な睡眠を確

保する。
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１月

13時頃

１月

13時頃

３月

16時頃

 
（発生状況）
 個人住宅のベランダ改修工事において、地面からベラン
ダに立て掛けたはしご（脚立を広げたもの）でベランダ
部材の取り外し作業を行っていた被災者が墜落したも
の。
　
（災害防止のポイント）
①　高所作業を行う場合には、足場を組み立てる等によ
り安全　な作業床の確保を行うこと。

②　当該高所への移動作業については、脚立を広げたは
しごでは原則行わないこと。

③　はしごでの作業を行う場合には、作業者に墜落時保
護用保護帽（ヘルメット）を着用させること。

（２１ページにはしごや脚立を使用する際の注意事項を
掲載しているので参照のこと。）

（発生状況）
  防水工事を行うために屋上から脚立を使用して庇に降
りる際、または庇で作業中、約８メートル下の地面に墜
落したもの。

（災害防止のポイント）
①　庇の設置位置は地上から8メートルの高さの位置であ
り、面積も狭あいであることから、当該作業についてそ
の必要性があったか否かの事前検討を実施すること。

②　当該作業に当たっては、常時高所作業であることか
ら、屋上から親綱の設置を行い、要求性能墜落制止用器
具（フルハーネス型およびベルト型の安全帯）を使用さ
せたうえで作業に当たらせること。

（２５ページに要求性能墜落制止用器具について掲載し
ているので参照のこと。）

 屋根、はり、もや、
けた、合掌

 墜落、転落

乗用車、バス、
バイク

交通事故
（道路）

はしご等

 墜落、転落

発　生　状　況

災害防止のポイント

（発生状況）
 解体工事現場に面した道路に駐車したトラックに乗り込
もうとしたところ、後方から走行してきた乗用車に追突
され、頭部及び胸部を強打したもの。

　
（災害防止のポイント）
①　自動車の停車場所について事前に検討しておくこ
と。

②　路上に駐車した自動車への乗り込み時には、前後左
右の確認を行ったうえで乗車するように指示し、教育を
徹底させること。

番号

発生月
業　　種

起 因 物
発注関係

発生時刻
事業場規模 事故の型

2

建築工事業
民　間
～９名

1

建築工事業
民　間

１０名～２９名

3

建築工事業
民　間

１～９名

13 平成31・令和元年における建設業の死亡災害の概要
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5月

0時頃

７月

14時頃

７月

11時頃

番号

発生月
業　　種

起 因 物 発　生　状　況

災害防止のポイント
発注関係

発生時刻
事業場規模 事故の型

5

建築工事業
民　間

１０名～２９名

屋根、はり、もや、
けた、合掌

墜落、転落

（発生状況）
　工場の屋根に設置されたルーフファン（煙突）を塗装中
にスレート屋根を踏み抜いて約１４メートル下のコンクリ
床に墜落したもの。

　
（災害防止のポイント）
①　スレート屋根など踏み抜きによる労働者の危険防止の
ため、歩み板や防網を設けるなど墜落防止措置を講じるこ
と。

②　作業内容を変更する場合には、安全対策内容を確実に
現場監督、作業者に周知し安全教育を実施させること。

　

6

土木工事業
公　共

１０名～２９名

地山、岩石

墜落、転落

（発生状況）
　道路脇の傾斜地で伐木作業中、約１０ メートル下の道
路に転落したもの。

　
（災害防止のポイント）
①　高所作業を行う場合には、足場を組み立てる等により
安全な作業床の確保を行うこと。

②　作業時間が短く、逐次作業場所が移動するなど足場の
設置が不向きな場合には、安全帯や墜落制止用器具の使用
を確実に実施させること。

③　作業者には、傾斜面での滑りを防止するため林業作業
従事者用の装備（スパイク付きベルト、スパイク付き長靴
など）の着用も検討すること。

（発生状況）
　朝、社屋の２階事務所に通じる外階段の最上部踊り場の
５．５メートル下の地面に倒れていたもの。前日の夜に一
人で帰社し、一度施錠して帰宅しかけたが何かの理由で
戻った際に、状況は不明だが当該踊り場の手すり（高さ
１．１メートル）を越えて落ちたと推測される。

　
（災害防止のポイント）
①　当該災害については、明確な災害発生状況が不明であ
ることから、災害防止のポイントに関しては記述なし。

4

その他の
建築工事業

民　間
１０名～２９名

階段、桟橋

墜落、転落
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８月

14時頃

8月

14時頃

9月

15時頃

11月

11時頃

発　生　状　況

災害防止のポイント
発注関係

（発生状況）
 個人住宅の雨樋の現状確認（リフォーム工事の見積もり作成前）のた
め、営業職が１階屋根にはしご（脚立を開いたもの）を立てて２階屋根に
上がろうとしたところ、梯子が倒れ地面に墜落したもの。

（災害防止のポイント）
①　本来予定になかった作業（屋根の上などの高所での）を行う場合に
は、事業者と十分協議のうえ実施すること。
②　やむを得ず屋根などの高所での作業を実施する場合には、定期的に
高所作業における墜落防止措置作業についての研修を実施し、作業標
準を順守させること。
③　高所作業を伴う作業については、一人作業とさせずに、複数作業を
基本とすること。
④　転倒防止措置及び墜落した際に頭部を保護するため保護帽の着用
などの対策を十分に講じ作業を行わせること。
（２１ページにはしごや脚立を使用する際の注意事項を掲載しているので
参照願います。）

10

9

建築工事業
民　間
 ～9名

建築物、構築物

崩壊、倒壊

（発生状況）
　ビルのテナント退去後の原状回復工事で、テナント内のブロック
塀（高さ１．６ メートル×長さ２．８メートル、推定６００キログ
ラム）を倒して取り除くため、当該塀の下部を手工具を使い、はつ
り作業中、当該塀が作業者側に倒れて下敷きになったもの。

　
（災害防止のポイント）
①　ブロック塀の解体作業を行う場合には、ブロック塀上部から破
壊（解体）することを義務化し徹底させること。予期せぬ倒壊を防
ぐため、控えロープなどの措置を講ずること。

②　作業開始前の危険予知活動、リスクアセスメントの実施などか
ら、作業の潜在的な危険を前もって洗い出し、危険性の認識を共有
すること。

建築工事業
民　間
～９名

はしご等

墜落、転落

7

土木工事業
民　間

１００名～２９９
名

高温・低温環境

高温・低温の物
との接触

（発生状況）
　土地区画整理事業造成工事において、施工管理補助業務に従事し
ていた派遣労働者が、帰宅で利用する最寄り駅構内で倒れているの
を発見されたもの。当日は気温が30 度を超えており高温環境下で測
量及び巡視作業を行っていた。病院で熱中症の診断を受け、８日後
に死亡したもの。
　
（災害防止のポイント）
①　熱中症発症を予防するためには水分と塩分の適切な補給、ＷＢ
ＧＴ値による作業管理や作業環境管理によって適度な気温と湿度及
び直射日光の低減などの作業環境の改善を図ること。
②　現場への出勤時、現場作業中の作業者の体調変化に十分留意す
ること。
③　作業者が体調不良を自覚した際には、管理者への報告がしやす
い環境作りに努めること。熱中症発症の恐れがあった場合には、早
急な対処ができるよう対処方法を事前に確立しておくこと。
（３８ページに熱中症対策についての資料を掲載しているので参照
願います。）

（発生状況）
　マンション新築工事におけるバルコニーの型枠解体作業場所で、
バルコニー天井の水切目地棒を撤去中、脚立に上がろうと踏み面の
１段目に右足をかけた際に踏み外して脚立ごと倒れたもの。

　
（災害防止のポイント）
①　脚立は原則使用させないこと。可搬式作業台などのより安定し
た作業台が設置できない場合に限って、限定的な使用にとどめるこ
と。

②　やむを得ず脚立を使用する場合には、適正使用のため作業員に
は十分な安全教育を実施のうえ、作業を行わせること。

8

建築工事業
民　間
～9名

はしご等

転倒

発生時刻
事業場規模 事故の型

番号

発生月
業　　種

起 因 物

-11-



１４

-12-



。

15

-13-



-14-



-15-



-16-



-17-



-18-



-19-



-20-



（厚生労働省のパンフレットからの抜粋）

１６

-21-



-22-



-23-



-24-



１７

-25-



-26-



-27-



-28-



-29-



-30-



18

-31-



-32-



-33-



１９

-34-



２０

-35-





２１ 建設業の交通労働災害の防止対策
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3

-40-



‐４１‐

24



‐42‐



署　　　名 管轄区域 郵便番号 住　　　　　　　所 電話番号

横浜南労働基準監督署
横浜市（中区、南区、磯子
区、港南区、金沢区）

231-0003
横浜市中区北仲通5-57
横浜第2合同庁舎9階

安全衛生課

045-211-7375
代表 211-7374

鶴見労働基準監督署
横浜市（鶴見区(扇島（川
崎南管轄)を除く）)

230-0051 横浜市鶴見区鶴見中央2-6-18 045-501-4968

川崎南労働基準監督署
川崎市（川崎区、幸区）、
横浜市鶴見区扇島

210-0012 川崎市川崎区宮前町8-2
安全衛生課
044-244-1273
代表 244-1271

川崎北労働基準監督署
川崎市（中原区、宮前区、
高津区、多摩区、麻生区）

213-0001 川崎市高津区溝口1-21-9
安全衛生課

044-382-3191
代表 382-3190

横須賀労働基準監督署
横須賀市、三浦市、逗子
市、葉山町

238-0005
横須賀市新港町1－8
横須賀地方合同庁舎5階

046-823-0858

横浜北労働基準監督署
横浜市（西区、神奈川区、港
北区、緑区、青葉区、都筑
区）

222-0033
横浜市港北区新横浜3-24-6
横浜港北地方合同庁舎3階

安全衛生課

045-474-1252
代表 474-1251

平塚労働基準監督署
平塚市、伊勢原市、秦野
市、大磯町、二宮町

254-0041
平塚市浅間町10-22
平塚地方合同庁舎3階

0463-43-8615

藤沢労働基準監督署
藤沢市、茅ヶ崎市、鎌倉
市、寒川町

251-0054
藤沢市朝日町5-12
藤沢労働総合庁舎3階

0466-23-6753

小田原労働基準監督署
小田原市、南足柄市、足柄
上郡、足柄下郡

250-0004 小田原市浜町1-7-11 0465-22-7151

厚木労働基準監督署
厚木市、海老名市、大和
市、座間市、綾瀬市、愛甲
郡

243-0014
厚木市中町3－2－6
厚木Ｔビル5Ｆ

安全衛生課
046-401-1960
代表 401-1641

相模原労働基準監督署
相模原市
（旧 津久井郡を含む）

252-0236
相模原市中央区富士見6-10-10
相模原地方合同庁舎4階

042-752-2051

横浜西労働基準監督署
横浜市（戸塚区、栄区、泉
区、旭区、瀬谷区、保土ヶ谷
区）

240-8612
横浜市保土ヶ谷区岩井町1-7
保土ヶ谷駅ビル4階

045-332-9311

労働基準監督署一覧

神奈川労働局労働基準部 安全課
〒231-8434 横浜市中区北仲通5-57 横浜第2合同庁舎

電話045（211）7352 FAX045（211）0048

働く方々の一人一人がかけがえのない存在であり、それぞれの事業場において、一人の被災者も

出さないという基本理念の下、働く方々の一人一人がより良い将来の展望を持ち得るような社会とし

ていくためには、日々の仕事が安全で健康的なものとなるよう、不断の努力が必要である。

また、一人一人の意思や能力、そして置かれた個々の事情に応じた、多様で柔軟な働き方を選択

する社会への移行が進んでいく中で、従来からある単線型のキャリアパスを前提とした働き方だけで

なく、正規・非正規といった雇用形態の違いにかかわらず、副業・兼業、個人請負といった働き方にお

いても、安全や健康が確保されなければならない。

さらに就業構造の変化等に対応し、高年齢労働者、非正規雇用労働者、外国人労働者、障害者で

ある労働者の安全と健康の確保を当然のこととして受け入れていく社会を実現しなければならない。

労働災害防止計画が目指す社会

-43-



建設業「見える化」の推進

「 見 え る 化 」 と は 職 場 に ひ そ む 危 険 な ど を 目 に 見 え る 形 に し て 、

効 果 的 に 災 害 防 止 を 推 進 す る 取 組 で す 。 「 見 え る 化 」 す る こ と に

よ り 、 労 働 者 の 安 全 意 識 が 高 ま り 、 安 全 活 動 の 活 性 化 の 効 果 が

期 待 で き ま す 。


